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地方自治法の一部を改正する法律の公布及び施行について（通知） 

 

 

 地方自治法の一部を改正する法律（平成２４年法律第７２号。以下「改正法」と

いう。）は、平成２４年９月５日に公布され、下記第６に掲げる日から施行するこ

ととされました。 

 貴職におかれては、下記事項に留意の上、その円滑な施行に向け、格別の配慮を

されるとともに、各都道府県知事におかれては、貴都道府県内の市町村長及び市町

村議会議長に対してもこの旨周知願います。 

 なお、改正法の施行に伴い、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下

「施行令」という。）についても、改正法の関係規定の施行の日（改正法の公布の

日から起算して６月を超えない範囲内において政令で定める日）までに所要の改正

を行うこととしており、施行令に係る留意事項については、別途通知する予定です。 

 なお、本通知は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）

第２４５条の４第１項に基づく技術的な助言であることを申し添えます。 

 

記 

 

第１ 議会制度の見直しに関する事項 

１ 議会の会期制度 

(1)  普通地方公共団体の議会は、条例で定めるところにより、定例会及び臨時

会とせず、毎年、条例で定める日から翌年の当該日の前日までを会期とする

ことができるものとされたこと。（法第１０２条の２第１項関係） 

(2)  (1)の議会は、条例で、定期的に会議を開く日（以下「定例日」という。）

を定めなければならないものとされたこと。（法第１０２条の２第６項関係） 

(3)  普通地方公共団体の長は、(1)の議会の議長に対し、会議に付議すべき事

件を示して定例日以外の日において会議を開くことを請求することができる



ものとされたこと。（法第１０２条の２第７項関係） 

(4)  (1)の議会の議長は、当該普通地方公共団体の長等に議場への出席を求め

るに当たっては、当該普通地方公共団体の執行機関の事務に支障を及ぼすこ

とのないよう配慮しなければならないものとされたこと。（法第１２１条第

２項関係） 

   本改正の趣旨を踏まえ、(1)の議会においては、その審議の充実及び活性

化を図るとともに、本会議や委員会の開催により執行機関や職員の事務処理

に支障を及ぼしたり、費用負担が著しく増加することのないよう、適切に運

用されたいこと。 

２  議会の招集手続 

(1)  議長による臨時会の招集請求のあった日から２０日以内に普通地方公共団

体の長が臨時会を招集しないときは、議長は、臨時会を招集することができ

るものとされたこと。（法第１０１条第５項関係） 

(2)  議員定数の４分の１以上の者による臨時会の招集請求のあった日から２０

日以内に普通地方公共団体の長が臨時会を招集しないときは、議長は、当該

請求をした者の申出に基づき、臨時会を招集しなければならないものとされ

たこと。（法第１０１条第６項関係） 

３  議会運営 

(1)  委員会の委員の選任等については、条例で定めるものとされたこと。（法

第１０９条第９項関係） 

(2)  普通地方公共団体の議会は、会議において、予算その他重要な議案、請願

等について公聴会を開き、真に利害関係を有する者又は学識経験を有する者

等から意見を聴くことができるものとされたこと。（法第１１５条の２第１

項関係） 

(3)  普通地方公共団体の議会は、会議において、当該普通地方公共団体の事務

に関する調査又は審査のため必要があると認めるときは、参考人の出頭を求

め、その意見を聴くことができるものとされたこと。（法第１１５条の２第

２項関係） 

(4)  普通地方公共団体の長等が、議会の議長から審議に必要な説明のために議

場への出席を求められた場合において、出席すべき日時に議場に出席できな

いことについて正当な理由がある場合、その旨を議長に届け出ることにより

出席することを要しないものとされたこと。（法第１２１条関係） 

４ 議会の調査権 

   普通地方公共団体の議会が当該普通地方公共団体の事務に関する調査を行う

ため選挙人その他の関係人の出頭及び証言並びに記録の提出を請求することが

できる場合を、特に必要があると認めるときに限るものとされたこと。（法第

１００条第１項関係） 

   普通地方公共団体の議会が当該普通地方公共団体の事務に関する調査におい

て選挙人等の出頭等を求めることができるのは、公益上の必要性と選挙人等の



負担等を総合的に勘案し、公益が上回る場合であると考えられる。各議会にお

いては、これまで以上に説明責任を果たすことが求められることを踏まえ、適

切に運用されたいこと。 

５ 政務活動費 

(1)  政務調査費の名称を「政務活動費」に、交付の目的を「議会の議員の調査

研究その他の活動に資するため」に改め、政務活動費を充てることができる

経費の範囲について、条例で定めなければならないものとされたこと。（法

第１００条第１４項関係） 

(2)  議長は、政務活動費については、その使途の透明性の確保に努めるものと

されたこと。（法第１００条第１６項関係） 

    本改正の趣旨を踏まえ、政務活動費を充てることができる経費の範囲を条

例で定める際には住民の理解が十分得られるよう配慮するとともに、政務活

動費の使途の適正性を確保するためにその透明性を高めることなどにより、

適切に運用されたいこと。 

 

第２ 議会と長との関係に関する制度の見直しに関する事項 

１ 再議制度 

(1)  条例の制定若しくは改廃又は予算に関する議決について異議があるときの

再議について、その対象を拡大するものとされたこと。（法第１７６条第１

項関係） 

(2)  (1)により再議に付された場合の議会の議決のうち条例の制定若しくは改

廃又は予算に関するものについては、出席議員の３分の２以上の者の同意が

なければならないものとされたこと。（法第１７６条第３項関係） 

(3)  収入又は支出に関し執行することができない議決に係る再議を廃止するも

のとされたこと。（改正前の地方自治法（以下「旧法」という。）第１７７

条第１項関係） 

２  専決処分の制度 

(1)  専決処分の対象から副知事又は副市町村長の選任の同意を除外するものと

されたこと。（法第１７９条第１項関係） 

(2)  条例の制定若しくは改廃又は予算に関する専決処分について承認を求める

議案が否決されたときは、普通地方公共団体の長は、速やかに、当該処置に

関して必要と認める措置を講ずるとともに、その旨を議会に報告しなければ

ならないものとされたこと。（法第１７９条第４項関係） 

３  条例の公布に関する制度 

普通地方公共団体の長は、議長から条例の送付を受けたときは、再議その他

の措置を講じた場合を除き、その日から２０日以内にこれを公布しなければな

らないものとされたこと。（法第１６条第２項関係） 

 

第３ 直接請求制度の見直しに関する事項 



議会の解散並びに議員、長及び主要公務員の解職請求に必要な署名数について

は、選挙権を有する者の総数が８０万を超える場合にあってはその８０万を超え

る数に８分の１を乗じて得た数と４０万に６分の１を乗じて得た数と４０万に３

分の１を乗じて得た数とを合算して得た数とするものとされたこと。（法第７６

条第１項、第８０条第１項、第８１条第１項及び第８６条第１項関係） 

 

第４ 国等による違法確認訴訟制度の創設に関する事項 

１ 是正の要求又は是正の指示を行った各大臣は、次のいずれかに該当するとき

は、高等裁判所に対し、当該是正の要求又は是正の指示を受けた普通地方公共

団体の不作為（是正の要求又は是正の指示を受けた普通地方公共団体の行政庁

が、相当の期間内に是正の要求に応じた措置又は是正の指示に係る措置を講じ

なければならないにもかかわらず、これを講じないことをいう。）に係る普通

地方公共団体の行政庁を被告として、訴えをもって当該普通地方公共団体の不

作為の違法の確認を求めることができるものとされたこと。（法第２５１条の

７関係） 

(1)  普通地方公共団体の長その他の執行機関が、国地方係争処理委員会（以下

「委員会」という。）に対し、当該是正の要求又は是正の指示に関する審査

の申出をせず、かつ、当該是正の要求に応じた措置又は是正の指示に係る措

置を講じないとき。 

(2)  普通地方公共団体の長その他の執行機関が、委員会に対し、当該是正の要

求又は是正の指示に関する審査の申出をした場合において、次に掲げるとき。 

ア 委員会が審査の結果又は勧告の内容の通知をした場合において、当該普

通地方公共団体の長その他の執行機関が当該是正の要求又は是正の指示の

取消しを求める訴えの提起をせず、かつ、当該是正の要求に応じた措置又

は是正の指示に係る措置を講じないとき。 

イ 委員会が当該審査の申出をした日から９０日を経過しても審査又は勧告

を行わない場合において、当該普通地方公共団体の長その他の執行機関が

当該是正の要求又は是正の指示の取消しを求める訴えの提起をせず、かつ、

当該是正の要求に応じた措置又は是正の指示に係る措置を講じないとき。 

２ 都道府県の執行機関に対し、市町村の事務（第１号法定受託事務を除く。）

の処理について是正の要求をするよう指示を行った各大臣は、是正の要求を行

った都道府県の執行機関に対し、国による違法確認訴訟手続に準じて、高等裁

判所に対し、当該是正の要求を受けた市町村の不作為に係る市町村の行政庁を

被告として、訴えをもって当該市町村の不作為の違法の確認を求めるよう指示

をすることができるものとし、当該指示を受けた都道府県の執行機関は、訴え

をもって当該市町村の不作為の違法の確認を求めなければならないものとされ

たこと。（法第２５２条第１項及び第２項関係） 

３ 市町村の法定受託事務の処理について是正の指示を行った都道府県の執行機

関は、国による違法確認訴訟手続に準じて、高等裁判所に対し、当該是正の指



示を受けた市町村の不作為に係る市町村の行政庁を被告として、訴えをもって

当該市町村の不作為の違法の確認を求めることができるものとし、当該都道府

県の執行機関に対し、市町村の第１号法定受託事務の処理について是正の指示

をするよう指示を行った各大臣は、当該訴えの提起に関し、必要な指示をする

ことができるものとされたこと。（法第２５２条第３項及び第４項関係） 

４ 条例による事務処理の特例により市町村が処理することとされた事務のうち

自治事務について是正の要求を行った都道府県知事は、２の各大臣の指示がな

い場合であっても、国による違法確認訴訟手続に準じて、訴えをもって当該是

正の要求を受けた市町村の不作為の違法の確認を求めることができるものとさ

れたこと。（法第２５２条の１７の４第３項関係） 

 

第５ 一部事務組合及び広域連合等の制度の見直しに関する事項 

１ 組織の変更及び廃止の特例 

協議会を設ける普通地方公共団体若しくは機関等を共同設置する普通地方公

共団体（以下「関係普通地方公共団体」という。）又は一部事務組合を組織す

る地方公共団体（以下「構成団体」という。）は、その議会の議決を経て、脱

退する日の２年前までに他の全ての関係普通地方公共団体又は他の全ての構成

団体に書面で予告をすることにより、協議会若しくは共同設置又は一部事務組

合から脱退することができるものとされたこと。（法第２５２条の６の２、第

２５２条の７の２及び第２８６条の２関係） 

本改正の趣旨を踏まえ、脱退後の事務処理体制の構築や財産処分等の脱退に

伴う課題については、関係普通地方公共団体又は構成団体で誠実に協議し予告

期間内に結論が得られるよう努めるなど、適切に運用されたいこと。 

２ 特例一部事務組合 

(1)  一部事務組合は、規約で定めるところにより、当該一部事務組合の議会を

構成団体の議会をもって組織することとすることができるものとされたこと。

（法第２８７条の２第１項関係） 

(2)  (1)の一部事務組合（以下「特例一部事務組合」という。）の管理者は、

法令の規定により一部事務組合の管理者が一部事務組合の議会に付議するこ

ととされている事件があるときは、構成団体の長を通じて、当該事件に係る

議案を全ての構成団体の議会に提出しなければならないものとされたこと。

（法第２８７条の２第２項関係） 

(3)  特例一部事務組合の議会の議決は、当該議会を組織する構成団体の議会の

一致する議決によらなければならないものとされたこと。（法第２８７条の

２第５項関係） 

(4)  特例一部事務組合にあっては、法令の規定による一部事務組合の監査委員

の事務は、規約で定める構成団体の監査委員が行うものとすることができる

ものとされたこと。（法第２８７条の２第９項関係） 

３ 広域連合の理事会 



広域連合には、規約で定めるところにより、執行機関として、長に代えて理

事をもって組織する理事会を置くことができるものとされたこと。（法第２９

１条の１３関係） 

 

第６ 施行期日 

改正法は、公布の日から施行するものとされたこと。ただし、第１（３の(1)

及び５に限る。）及び第３から第５までに関する規定については公布の日から起

算して６月を超えない範囲内において政令で定める日から施行するものとされた

こと。（改正法附則第１条関係） 

 

第７ 改正法の経過措置に関する事項 

１ 旧法第１６条第１項の規定により改正法の施行の日（以下「施行日」とい

う。）前に条例の送付を受けた場合における改正法による改正後の地方自治法

（以下「新法」という。）第１６条第２項の規定の適用については、施行日を

同項の条例の送付を受けた日とみなすものとされたこと。（改正法附則第２条

関係） 

２ 第３に関する規定の施行の日前の直近の公職選挙法（昭和２５年法律第１０

０号）第２２条の規定による選挙人名簿の登録が行われた日において選挙人名

簿に登録されている者の総数が８０万を超える普通地方公共団体の選挙管理委

員会は、その８０万を超える数に８分の１を乗じて得た数と４０万に６分の１

を乗じて得た数と４０万に３分の１を乗じて得た数とを合算して得た数を、第

３に関する規定の施行後直ちに告示しなければならないものとされたこと。

（改正法附則第３条関係） 

３ 新法第１７６条第１項から第３項まで及び第１７７条の規定は、施行日以後

にされる普通地方公共団体の議会の議決について適用し、施行日前にされた議

会の議決については、なお従前の例によるものとされたこと。（改正法附則第

４条関係） 

４ 施行日から第１の３の(1)に関する規定の施行の日の前日までの間において

新法第１１５条の２第１項の規定により公聴会に出席した真に利害関係を有す

る者又は学識経験を有する者等及び新法第１１５条の２第２項の規定により出

頭した参考人について、旧法第２０７条の規定を適用するものとされたこと。

（改正法附則第５条関係） 

５ 新法第２５１条の７及び第２５２条の規定は、第４に関する規定の施行の日

以後に行われる是正の要求又は是正の指示に係る普通地方公共団体の不作為に

ついて適用するものとされたこと。（改正法附則第６条関係） 

 


